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環境対策特別委員会�
　本委員会は、農林水産業、製造業および商業の
活性化、観光産業や福祉産業、環境産業等の新産
業の育成などに関する調査研究を行っています。�
　平成18年度は、中小企業の振興に向けた取組を
テーマに、県版経済振興特区制度の進捗状況や、
地域の産学官の結集による共同研究事業の取組に
ついて調査したほか、地場産業の振興方策、中小
企業の金融の円滑化、経営の安定等を図るための
制度融資の在り方について調査研究を行いました。�
　今後、観光産
業の振興方策な
どについても調
査を行い、地域
の活力を育む政
策提言を目指し
て調査研究を進
めていきます。�

　県の行政課題の中には、２つ以上の常任委員
会の所管にわたる案件のほか、集中的な審査や
長期的な調査研究を要する重要な案件があるた
め、滋賀県では現在、５つの特別委員会を設置
し、審査や調査を行っています。�
　これらの委員会では、それぞれの重要課題に
ついて、参考人や県の関係部局から説明を受け、
必要に応じて現地調査を行うなど、専門的な調査
研究を行い、委員会の調査が県の総合的な施策
に反映できるよう努めています。�
　また、例年、決算認定時には、決算特別委員
会が設置されます。さらに、２月定例会におい
ては、次年度の当初予算案を集中的に審議する
ため、予算特別委員会が設置されています。�

　本委員会は、琵琶湖・水資源の保全、自然環境
の保全対策、循環型社会の推進、地球温暖化防止
対策、環境教育の推進などに関する調査研究を行
っています。�
　平成１８年度は、気候の変動など私たちの生活に
様々な影響を及ぼしている地球温暖化への対策を
中心として調査研究を進めているほか、地球温暖
化の現状やその対策、他県の状況などについて有
識者を参考人として招き意見聴取を行うとともに、
本県の地球温暖化防止対策の現状や今後の施策の
在り方について調査研究を行っています。また、�
あまり改善の見られ
ない琵琶湖の水質に
ついて、その現状や
課題、今後の対策の
在り方について調査
研究を行っています。�

　本委員会は少子化対策、高齢社会対策、青少年
の健全育成および男女共同参画社会の推進などを
調査研究項目としています。
　合計特殊出生率が全国平均1.25、滋賀県1.34とい
ずれも過去最低を更新している状況のもと、平成
18年度は、昨年度に引き続き、少子化対策の調査
研究に取り組んでいます。また、厚生労働省の少
子化対策担当者を参考人として招き、今後の少子
化対策に係る国の取組の調査を行ったほか、企業、
県民、行政が一体となった施策の展開の調査を行
っています。さ
らに、県内の地
域における多様
な子育ての事例
についての調査
等を行っていま
す。

　本委員会では、平成18年度、三位一体の改革が
県内自治体に与える深刻な影響に対して、その現
状を調査し、今後の分権改革の目指す方向性に関
して調査研究を進めています。三位一体の改革は
国の財政再建や地方分権の実現のため推し進めら
れましたが、地方の自由度、裁量度が十分に高ま
ったとは言えない状況です。地方では高齢化など
による社会保障関係費等の伸びとともに、地方交
付税の大幅な削減により、財政は正に危機的な状
況となっています。今後、新・地方分権推進法の
制定など地方を取り巻く情勢は大きく展開してい
くことから、真の地方
の自立の姿を模索し、
その実現を国等に対し
て力強く訴えていくよ
う引き続き調査・研究
を行います。

　本委員会は、琵琶湖淀川水系に係る水政対策に
ついて調査研究を行っています。�
　瀬田川洗堰の全閉問題をはじめ、丹生ダムや大
戸川ダム、大津放水路の建設などの琵琶湖淀川流
域の諸課題について調査研究に取り組んでいます。�
　今後、国においては琵琶湖・淀川水系における
治水面や利水面で重要な方針や計画が決定される
予定であり、国土交通省近畿地方整備局の担当者
を参考人として招き、見解を聴取するとともに、知
事から直接治水対策の考え方を聞くなど、本県議
会として、百年後を見据えた議論を重ね、現在の
みならず将来
の県民の暮ら
しの安全が確
保されるよう、
積極的に取り
組んでいます。�
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滋賀県議会では、県民の皆さんに議会活動への理解を一層深めていただくため、わかりやすい広報紙づくりに努めています。御意見などを下記までお寄せください。
あて先　〒520-8577 大津市京町４－１－１　滋賀県議会事務局 議事調査課 政務調査室　TEL 077-528-4094 FAX 077-528-4940 Ｅメール gikai@pref.shiga.lg.jp
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９月定例会で審議した主な議案

（知事提出）
議第124号～
議第127号

議第128号～
議第131号

議第132号

議第133号～
議第139号

議第140号
議第141号

議第142号～
議第151号

平成18年度滋賀県一般会計補正予算（第２号）ほか３件

滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部
を改正する条例案ほか３件
平成17年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入歳出決算の認定
を求めることについて
契約の締結につき議決を求めることについて（琵琶湖流域下水道
東北部浄化センター建設工事）ほか６件
知事の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例案
滋賀県副知事（澤田史朗氏）の選任につき同意を求めることにつ
いて
滋賀県公害審査会委員（荒川葉子氏）の任命につき同意を求める
ことについてほか９件

議案番号 件　　　　　　　名 結果

可決

可決

継続
審査
可決

可決
同意

同意

●決算特別委員会の設置
10月４日の本会議において、平成17年度滋賀県歳入歳出決算の認定議案を

審査するため、決算特別委員会が設置されました。
委員会は、９月定例会後の閉会中に５日間にわたって開催され、集中的に

審査が行われました。
委員に選任された議員は、次のとおりです。
委 員 長：上野　幸夫　副委員長：吉田　清一
委　　員：石田　祐介、若山　秀士、山田　和C、山田　　実、大井　　豊、

桐山ヒサ子、谷　　康彦、青木　愛子、辻　　　貢、佐野　高典、
家森　茂樹、杼木　捨蔵、黒田　昭信

●会派構成の変更等
10月23日付けで、北野加代子議員が民主党･県民ネットワークを脱会され、
無所属になられました。

12月定例会の日程（予定）
月

12

日（曜日）

１日H

６日F

11日D～13日F

14日G、15日H

18日D～20日F

21日G

日　　　　　程

本会議（開会、知事提案説明）

本会議（代表質問）

本会議（一般質問）

常任委員会

特別委員会

本会議（委員長報告、採決、閉会）

意見書番号 件　　　　　　　　　名 結果

９月定例会で審議した意見書

第８号 警察官の増員に関する意見書案 可決
（要旨）
本県の犯罪発生件数は、官民一体となった犯罪抑止に向けた取り組みの展開により、３年
連続で前年を下回ったが、昭和40年代と比べて約1.5倍と高く、また、警察官１人当たりの
負担人口および交通事故件数は近畿管内で第１位であるなど依然として厳しい状況にある。
このような本県の実情を十分勘案し、県民生活の安全と地域社会の平穏を確保するため、
本県警察官の大幅な増員が図られるよう、政府および国会に強く要望する。

可決
（要旨）
平成18年10月９日、北朝鮮は地下核実験を実施したと発表した。北朝鮮の核開発およ

び今回の核実験実施は、我が国のみならず国際社会の平和と安全を脅かす行為であり、
断じて許すことができない。
本県議会は、県民の生命および財産を守る観点から、このような北朝鮮の行為に対し、

厳重に抗議し、核実験を二度と行わず、すべての核開発を即刻中止するよう強く要求する。
よって、国際社会と連携しながら、主権国家として毅然とした態度をもって北朝鮮に

対して厳しく対処されるとともに、国民の安全確保のため、万全の措置を講じられるよ
う、政府および国会に強く要望する。

第９号 北朝鮮による地下核実験実施に関する意見書案

議会のお知らせ

９月定例会で採択した請願
東海道新幹線新駅にかかる10月分負担金の県における支払いおよび栗東市の起

債に対する県許可について

県議会に対する御意見・御要望について
県議会に対する御意見や御要望、議会だよりの御感想などがあれば、下記まで

お寄せください。

〒520-8577 大津市京町四丁目１－１　滋賀県議会事務局 議事調査課

TEL 077-528-4090～4092､4094 FAX 077-528-4940

Ｅメール　gikai@pref.shiga.lg.jp


